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株式会社オージョイフルの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社オークワおよび個人が保有する「株式会

社オージョイフル」の全株式を取得し完全子会社化することを決議し、下記のとおり株式売

買契約を締結することとなりましたのでお知らせいたします。 

 

記 
 
１．株式取得（完全子会社化）の理由 

 当社は、国内最大のホームセンターグループとして 32 都道府県に 427 店舗を展開し、取引

先の共通化、標準棚割の展開、政策商品の推進等を行い、また、Ｍ＆Ａを含めたエリア戦略

の再構築にも取組んで参りました。このような中、「奉仕・創造・団結」というＤＪグループ

理念に賛同し「ＤＣＭ（デマンド・チェーン・マネジメント）」の具現化に向けて共に進む仲

間としてこの度、株式会社オージョイフルを迎えることとなりました。近畿圏において強固

な事業基盤を持つ同社がＤＪグループに加わることにより、一層の経営基盤の強化が図られ

るものであります。 

 

 

２．取得する会社の概要 

（１）商 号：株式会社オージョイフル 

（２）代 表 者：代表取締役社長 矢島和久 

（３）本 店 所 在 地 ：大阪府豊中市庄内西町五丁目１番 19 号 

（４）設 立 年 月 日 ：昭和 57 年６月１日 

（５）主な事業内容 ：ホームセンター事業 

（６）決 算 期：２月 20 日 

（７）従 業 員 数：正社員 216 名 パート等 702 名（平成 19 年２月 20 日現在） 

（８）主 な 事 業 所 ：和歌山、大阪、奈良、兵庫、三重に 25 店舗 

（９）資 本 金：1,317 百万円 

（10）発行済株式総数：259,890 株（自己株式 8,910 株を含む） 

（11）大株主構成および所有割合：海堀正章      138,180 株（53.1%） 

株式会社オークワ  112,800 株（43.4%） 

                 

       



 
           

（12）最近事業年度における業績の動向 

  株式会社オージョイフル  

 平成 18 年２月期 平成 19 年２月期 

売 上 高   24,507 百万円    23,297 百万円   

売 上 総 利 益 6,655 百万円  6,493 百万円   

営 業 利 益 241 百万円  320 百万円   

経 常 利 益 150 百万円  247 百万円   

当 期 利 益 75 百万円  56 百万円   

総 資 産 12,104 百万円  11,355 百万円   

純 資 産 4,151 百万円  4,192 百万円   

１株当たり配当金 60 円 00 銭 45 円 00 銭  

 

３．株式の取得先 

（ⅰ） 

（１）氏 名：海堀正章（株式会社オージョイフル 取締役） 

（２）住     所：大阪府豊中市 

（３）当社との関係 ：特にありません 

 

（ⅱ） 

（１）商 号：株式会社オークワ 

（２）代 表 者：代表取締役社長 大桑啓嗣 

（３）本 店 所 在 地：和歌山県和歌山市中島１８５―３ 

（４）主な事業内容 ：チェーンストア経営 

（５）当社との関係 ：特にありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

 （１）異動前の所有株式数           0 株（所有割合  0％） 

    

 （２）取 得 株 式 数        250,980 株（取得価額 4,404 百万円） 

内訳 ：海 堀  正 章      138,180 株 

株式会社オークワ    112,800 株 

 

 

 （３）異動後の所有株式数        250,980 株（所有割合 96.5％） 

（注）議決権割合は 100％となります。 

 

５．日程 

  平成 19 年 12 月 ４日   取締役会決議 

  平成 19 年 12 月 20 日   株券引渡し期日 

 

６．今後の見通し 

  本件株式取得により、株式会社オージョイフルは当社の連結子会社となります。 

  なお、本件が平成 20 年２月期の当社連結業績に与える影響については、その影響が軽微

なため、修正はございません。 

以  上 


